
【概要】

【産業】

【行政職員】

（1）人口

（1）産業構造（H27国調）

（1）職員数（H31.4.1現在） （2）ラスパイレス指数

（2）農業・工業・商業

（3）面積 （4）有権者数（R1.9現在）

（2）人口動態

区　分 人　口
（人）

15歳未満
人口割合
（％）

15〜64歳
人口割合
（％）

65歳以上
人口割合
（％）

世帯数
（世帯）

H17.10. 1（国調） 8,817,166 ― ― ― 3,654,293

H22.10. 1（国調） 8,865,245 ― ― ― 3,832,386

H27.10. 1（国調） 8,839,469 ― ― ― 3,923,887

R 1 . 9. 1（推計） 8,822,977 ― ― ― 4,081,619 

区　　　分 就業人口（人） 構成比（％）

第 1 次 産 業 19,067 0.5

第 2 次 産 業 837,772 22.2

第 3 次 産 業 2,588,183 68.5

計（分類不能含む） 3,777,655 100.0

全　　部　　門 83,403 人（ 9.4 人/人口千人）

普通会計　計 71,863 人（ 8.1 人/人口千人）

一般行政 40,798 人（ 4.6 人/人口千人）

特別行政 31,065 人（ 3.5 人/人口千人）

その他の会計　計 11,540 人（ 1.3 人/人口千人）

普通会計　類似団体
（H30.4.1現在） ― 人（ ― 人/人口万人）

H30. 4. 1 98.1

農　　　　業
（H27年・確報）

総農家数

23,983 戸

経営耕地面積

845,569 ａ

工　　　　業
（H30年・確報）

（※）

事業所数

15,784 所

従業者数

443,034 人

製造品出荷額

169,957 億円

商　　　　業
（H26年・確報）

事業所数

69,616 所

従業者数

668,205 人

年間商品販売額

473,031 億円

（※）平成21年調査より従業員4名以上を対象

行政区域面積　（H31.3.31現在） 1905.29 k㎡

市街化区域面積（H31.3.31現在） 95,683 ha

男 女 計

3,493,686 人 3,831,354 人 7,325,040 人

区　分 人口密度
（人/k㎡）

人口伸率
（％）

高齢化率
（％）

昼夜間
人口比率
（％）

H17.10. 1（国調） 4,655 0.14 18.5 105.51

H22.10. 1（国調） 4,670 0.55 22.4 104.7

H27.10. 1（国調） 4,640 △0.3 26.1 104.4 

府内合計・平均

− 96 − − 97 −
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【財政】（1）決算収支（普通会計）	 （百万円、％）
歳　　入 歳　　出 実質収支 単年度収支 実質収支比率 標準財政規模 経常収支比率 財政力指数

H30年度 4,224,619 4,184,069 25,105 1,434 1.2 2,159,150 96.9 0.840 
H29年度 4,131,494 4,098,045 23,672 4,292 1.1 2,144,865 97.5 0.838 
H28年度 3,850,888 3,819,910 19,380 △ 4,462 1.0 2,021,981 98.2 0.835 

（2）主な歳入・歳出	 （百万円、％）（3）公営企業等決算（H30年度）	（百万円）

（4）積立金及び地方債の残高状況
　　（H30年度）	 （百万円）

区　　　分 H30年度 構成比 H29年度 構成比 H28年度 構成比
歳 入 計 4,224,619 100.0 4,131,494 100.0 3,850,888 100.0 
地 方 税 1,671,039 39.6 1,588,332 38.4 1,567,331 40.7 
地 方 交 付 税 273,690 6.5 276,326 6.7 247,075 6.4 

普通交付税 256,867 6.1 262,620 6.4 232,494 6.0 
国・府　支出金 1,119,386 26.5 1,135,933 27.5 1,062,088 27.6 
地 方 債 314,377 7.4 317,241 7.7 267,761 7.0 
歳 出 計 4,184,069 100.0 4,098,045 100.0 3,819,910 100.0 
義務的経費計 2,461,389 58.8 2,432,371 59.4 2,276,114 59.6 

人 件 費 691,452 16.5 688,574 16.8 546,357 14.3 
扶 助 費 1,283,944 30.7 1,288,238 31.4 1,256,494 32.9 
公 債 費 485,993 11.6 455,559 11.1 473,263 12.4 

投資的経費計 367,890 8.8 353,831 8.6 306,040 8.0 
普通建設事業費 352,279 8.4 352,731 8.6 305,653 8.0 

単独事業費 168,295 4.0 160,884 3.9 158,239 4.1 

上水道 経 常 損 益 27,904
利 益 剰 余 金 120,300

病　院 経 常 損 益 △ 3,169
利 益 剰 余 金 △ 62,749

下水道
（法適）

経 常 損 益 17,270
利 益 剰 余 金 48,550

下水道
（法非適）

単 年 度 収 支 2,534
実 質 収 支 1,308

土地開発公社
保有土地（H30年度末）

面積 16.2ha
金額 28,070

年
度
末
現
在
高

財 政 調 整 基 金 318,642
減 債 基 金 32,893
その他特定目的基金 305,966
積 立 金 計 657,502
住 民 一 人 あ た り 額 74.3千円 府 内 平 均
地 方 債 3,920,851
住 民 一 人 あ た り 額 443.1千円 府 内 平 均

（5）健全化判断比率	 （％）
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

H30年度 ― ― 4.1 15.8 
H29年度 ― ― 5.0 27.5 
H28年度 ― ― 6.1 38.3

（6）連結実質赤字比率の状況（主な会計）（H30年度）	（百万円、％）（7）将来負担比率の状況（H30年度）	 （百万円）

区　　　　　　　分
実質収支・
資 金 不 足

（剰余）額

資金
不足
比率

一 般 会 計 等 25,114

公
営
企
業
会
計
等

上 水 道 事 業 会 計 146,867 ―
病 院 事 業 会 計 12,763 ―（うち解消可能資金不足額） （676）
下 水 道 事 業 会 計 71,705 ―（うち解消可能資金不足額） （9,176）
国民健康保険事業会計 7,967
そ の 他 41,875

標 準 財 政 規 模 2,159,150
連 結 実 質 収 支 額 306,292

項　　　　目 金　額

将

来

負

担

額

連結実質赤字額 0 
地方債現在高（一般会計等） 4,899,789 
公営企業債等繰入見込額 1,045,471 
退職手当負担見込額 498,414 
土地開発公社等の負債額等負担見込額 39,921 
その他 206,240 
小計 6,689,835 

充
当
可
能

財
源
等

充当可能基金 1,473,750 
充当可能特定歳入 1,466,154 
基準財政需要額算入見込額 3,450,636 
小計 6,390,540

（8）税収の状況	 （百万円、％）

区分 H30　年　度 H29　年　度 H28　年　度
収入済額（構成比） 徴収率 収入済額（構成比） 徴収率 収入済額（構成比） 徴収率

税 収 計 1,671,039 （100.0） 98.2 1,588,332 （100.0） 97.9 1,567,331 （100.0） 97.4
市
町
村
民
税

個 人 555,291 （33.2） 97.1 489,135 （30.8） 96.5 483,400 （30.8） 95.9
法 人 209,469 （12.5） 99.2 197,449 （12.4） 99.0 186,412 （11.9） 98.9

計 764,760 （45.8） 97.7 686,584 （43.2） 97.2 669,812 （42.7） 96.7
固
定
資
産
税

土 地 263,236 （15.8） 98.5 258,172 （16.3） 98.1 258,390 （16.5） 97.6
家 屋 296,705 （17.8） 98.5 297,960 （18.8） 98.2 291,594 （18.6） 97.7
償 却 資 産 88,710 （5.3） 99.2 88,095 （5.5） 99.1 87,879 （5.6） 99.0

計 648,651 （38.8） 98.6 644,227 （40.6） 98.3 637,863 （40.7） 97.8

− 96 − − 97 −


